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　寒い冬も終わり、新緑の季節となり

ました。新たな環境に身を置き、歩み

始めた方々にとっては、大きな期待を

持つ一方でさまざまな不安も感じてい

ることと思います。今回特集の座談

会で取り上げた建設業の『長期ビジョ

ンー再生と進化に向けてー』は、これか

らの業界を担う世代にとって、まさに

期待に満ちた未来を後押しをするもの

となっています。ビジョン実現への道

のりに立ちはだかる壁は、決して容易

に突破できるものではありませんが、

本誌を通じて少しでも実現に向けて助

力できればと思っています。（O）

　松山城を中心として交通拠点や観光

資源が 5㎞圏内に集約されている、コ

ンパクトシティの松山市。せっかくな

ので松山市駅から道後温泉まで歩いて

みても、まったく苦にはならず、道後

温泉に到着。実際に歩いてみることで、

よりコンパクトシティの良さを感じ取

ることができました。日本最古の道後

温泉も楽しむことができ、松山市の歴

史やまちづくりを十分に理解できる取

材となりました。（T）
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日建連が
災害対策基本法に基づく
「指定公共機関」に指定

災害対策基本法第2条第5項に基づき、
公共的機関及び電気、ガス、輸送、通信
その他の公益的事業を営む法人のうちか
ら、当該法人等の業務と防災との関連性
を踏まえて内閣総理大臣が指定する法人

指定公共機関とは

　
一
般
社
団
法
人
日
本
建
設
業
連
合
会
（
日
建
連
）

は
、
四
月
一
日
、
災
害
対
策
基
本
法
第
二
条
第
五
項

に
基
づ
き
、
内
閣
総
理
大
臣
よ
り「
指
定
公
共
機
関
」

と
し
て
指
定
を
受
け
ま
し
た
。

　
今
回
の
指
定
理
由
は
、
日
建
連
が
有
し
て
い
る
災

害
発
生
時
に
お
け
る
広
域
的
な
支
援
調
整
機
能
の
発

揮
へ
の
期
待
、
さ
ら
に
は
、
被
災
地
か
ら
の
様
々
な

依
頼
に
対
応
し
、
災
害
応
急
対
策
の
円
滑
な
実
施
へ

の
貢
献
な
ど
で
あ
り
、
建
設
業
関
係
団
体
と
し
て
初

の
指
定
と
な
り
ま
す
。

　
日
建
連
は
、
災
害
の
予
防
・
応
急
・
復
旧
等
に
重

要
な
役
割
を
担
う
「
指
定
公
共
機
関
」
の
指
定
を
受

け
た
こ
と
に
よ
り
、
こ
れ
ま
で
の
災
害
出
動
の
経
験

を
踏
ま
え
つ
つ
、
首
都
直
下
地
震
や
南
海
ト
ラ
フ
地

震
を
見
据
え
て
、
関
係
官
庁
と
の
連
携
強
化
や
、
会

員
会
社
を
含
め
た
災
害
対
応
体
制
の
整
備
に
努
め
て

ま
い
り
ま
す
。

　
今
後
は
、
本
部
を
皮
切
り
に
全
国
九
支
部
で
会
員

会
社
向
け
の
説
明
会
を
開
催
し
、
既
に
策
定
済
み
の

防
災
業
務
計
画
の
周
知
や
、
地
域
が
一
体
と
な
っ
た

包
括
的
災
害
協
定
の
推
進
に
向
け
て
鋭
意
活
動
す
る

予
定
で
す
。


